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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第43期第２四半期連結累計期間、第43期第２四半期連結会計期間及び第43期の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第44期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第44期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第43期 

第２四半期 

連結累計期間 

第44期 

第２四半期 

連結累計期間 

第43期 

第２四半期 

連結会計期間 

第44期 

第２四半期 

連結会計期間 
第43期 

会計期間 
自 平成21年６月１日

至 平成21年11月30日

自 平成22年６月１日

至 平成22年11月30日

自 平成21年９月１日

至 平成21年11月30日

自 平成22年９月１日 

至 平成22年11月30日 

自 平成21年６月１日

至 平成22年５月31日

売上高 （千円） 2,222,403 2,154,648 1,173,180 1,104,991 4,641,653 

経常利益 （千円） 97,639 4,750 69,870 23,146 269,013 

四半期（当期）純利益又
は四半期純損失（△） 

（千円） 55,936 △14,090 36,964 7,545 170,695 

純資産額 （千円） － － 8,162,452 7,975,166 8,073,403 

総資産額 （千円） － － 8,852,203 8,549,261 8,729,072 

１株当たり純資産額 （円） － － 1,438.25 1,438.24 1,455.93 

１株当たり四半期（当
期）純利益金額又は四半
期純損失金額（△） 

（円） 9.79 △2.54 6.50 1.36 30.14 

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 92.2 93.3 92.5 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △10,412 △187,204 － － △42,118 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △96,010 149,639 － － △570,522 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △140,192 △82,980 － － △347,587 

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（千円） － － 2,224,594 1,390,435 1,510,981 

従業員数 （名） － － 518 532 542 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】
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(1) 連結会社の状況 

平成22年11月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年11月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 532 

従業員数(名) 516 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しておりません。 

２．金額は製造原価によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％) 

制御システム 170,523 － 

交通システム 129,184 － 

特定情報システム 129,763 － 

組込システム 226,133 － 

産業・公共システム 94,821 － 

ITサービス 165,920 － 

合計 916,345 － 

セグメントの名称 受注高(千円) 
前年同四半期比 

(％) 
受注残高(千円) 

前年同四半期比 

(％) 

制御システム 218,825 － 59,528 － 

交通システム 331,191 － 249,715 － 

特定情報システム 213,119 － 138,573 － 

組込システム 256,839 － 68,979 － 

産業・公共システム 103,938 － 34,705 － 

ITサービス 183,670 － 128,919 － 

合計 1,307,585 － 680,421 － 

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％) 

制御システム 242,003 － 

交通システム 165,345 － 

特定情報システム 159,234 － 

組込システム 270,433 － 

産業・公共システム 92,593 － 

ITサービス 182,937 － 

報告セグメント計 1,112,548 － 

調整額 △7,556 － 

合計 1,104,991 － 
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(注) １．セグメント間取引については、調整額で相殺消去しております。 

   ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
   ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間（以下、当期）におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種の政策効果などを背景に

企業収益が改善し設備投資や個人消費の持ち直しが見られたものの、円高や高止まりしている失業率に加え鉱工業指

数の生産指数が低下を続け在庫指数も上昇するなど、リスク要因を抱えたため緩やかな回復にとどまりました。情報

サービス産業界におきましても、企業のＩＴ投資に対する慎重な姿勢は継続し、ソフトウェア投資は緩やかな減少が

続いております。 

こうした環境の中、当社グループは、ソフトウェアの要件定義、開発から運用・保守までをトータルにサービスす

ることにより顧客に最大のメリットを提供するというトータル・ソフトウェア・エンジニアリング・サービス（T-

SES）の実現に向け、鉄道、電力などの社会インフラ系の制御システム開発を戦略分野と位置づけ、この分野での受注

拡大、人材の最適配置と実務を通した人材育成を図ってまいりました。また、これ以外の分野でもT-SESに向け受注範

囲の拡大を図っており、一部顧客にも当社の考え方が理解されてきております。 

受注状況については、電力や鉄道など社会インフラ関連のシステム開発は安定して受注が拡大し、自動車向けの制

御システムや組込システムの開発も前年同期間の低迷からは回復しましたが、その他のシステム開発や情報サービス

の回復は遅れております。また、案件の大型化や派遣型業務の請負化などを戦略的に推進した結果、検収までの期間

が長期化しているため売上としての計上は遅れる傾向にあります。 

当社グループは、これまで不況期にも積極的に人材採用を行い、次の好況期に備える方針を継続しております。第

１四半期及び第２四半期はこれらの人材の教育期間であり収益には貢献せずコストのみの増加要因となります。この

ため、営業利益は第３四半期以降に増加する傾向にあります。 

この結果、当期の売上高は1,104百万円（前年同四半期比5.8％減）、営業利益は15百万円（前年同四半期比74.8％

減）、経常利益は23百万円（前年同四半期比66.9％減）、四半期純利益は７百万円（前年同四半期比79.6％減）とな

りました。 

  
セグメント別の状況は以下の通りです。 

制御システムでは、国内、海外とも火力発電所向け監視・制御システム開発に加えシミュレータ開発が好調に推移

し、また、自動車向け制御システムも環境対応車のシステム開発の一部を受注するなど受注が回復したことから、売

上高は242百万円となりました。 

交通システムでは、新幹線の運行管理システムや東京圏のシステムの開発は堅調に推移しているものの、高速道路

監視システム開発の減少や検収時期が第３四半期以降になる案件の増加により、売上高は165百万円となりました。 

特定情報システムでは、衛星画像の地上システム開発は減少傾向にあるものの、画像データ生成システム開発はT-

SESに向けた受注に移行しつつあり、地理情報や音声関係のシステム開発なども堅調に推移し、売上高は159百万円と

なりました。 

相手先 
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

株式会社 日立製作所 410,751 35.0 356,383 32.3 

株式会社 東芝 204,347 17.4 136,314 12.3 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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組込システムでは、ＩＣカードや記憶装置関連の開発が拡大し、携帯電話も平成23年春向け機種の開発は順調に推

移したものの、次世代携帯電話システムの開発開始遅れによる要員の不稼動が発生したことや前年度好調であったＥ

ＴＣ関連の開発が収束したことなどにより、売上高は270百万円となりました。 
産業・公共システムでは、鉄道事業者向け基本設計支援業務などは横ばいで推移しましたが、大型システムの運用

開始に伴い開発から保守に移行したことやコンテンツ管理製品の開発が低調であったことなどから、売上高は92百万

円となりました。 
ITサービスでは、コールセンター業務と検証業務は横ばいで推移しましたが、構築業務の顧客発注遅れや金融機関

向けシステム開発・保守業務の作業量減少などにより、売上高は182百万円となりました。 

  
なお、前年同期とのセグメント別売上の比較は、新セグメント基準による開示初年度であるため省略しておりま

す。 

  
(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて179百万円減少して、8,549百万円とな

りました。これは、有価証券が600百万円、仕掛高が138百万円増加したのに対し、現金及び預金が889百万円減少した

こと等によります。 
負債につきましては、前連結会計年度末に比べて81百万円減少して、574百万円となりました。これは、未払法人税

等が減少したこと等によります。 
純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて98百万円減少して、7,975百万円となりました。これは、配当金

の支払い等によります。 
１株当たりの純資産は、1,438円24銭です。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は第１四半期連結会計期間末

に比べて95百万円減少して、1,390百万円となりました。 
当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は、119百万円（前年同四半期は31百万円の獲得）となりました。主な要因は、賞

与引当金の増加によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は、210百万円（前年同四半期は325百万円の獲得）となりました。主な要因は、投

資有価証券の取得による資金の減少によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は、４百万円（前年同四半期は32百万円の使用）となりました。主な要因は、配当

金の支払いによるものであります。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。 
  

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉を

十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可

能とする者であることが必要であると考えております。 
当社株式に対する大規模な買付行為であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを

一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う買付提案又は買付行為の是非についての判断

は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるものであると考えております。 
しかしながら、近時、新しい法制度、企業買収環境及び企業文化の変化等を背景として、対象会社の経営陣と十分

な協議や合意のプロセスを経ることなく、大規模な株式の買付行為を強行するといった動きが顕在化しつつあり、ま

た、株式の大量取得行為の中には、(ⅰ)買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、(ⅱ)株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、(ⅲ)対象会

社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な

時間や情報を提供しないもの、(ⅳ)対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との

協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 
当社のビジネスは、株主の皆様を始め、顧客企業や従業員、地域社会など様々なステークホルダーの協業の上に成

り立っており、これらのステークホルダーが安心して当社の事業に関わることができる安定的かつ健全な体制を構築

し、社会から必要とされる高品質なサービスを提供していくことが、当社企業価値を高めていく上で不可欠な要件と

なっております。 
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そこで、当社の企業価値・株主共同の利益に資する買付提案が行われ、その買付提案が実行された場合、当社がこ

れまで育成してまいりました当社の特色である信頼性、公共性、中立性、経営の安定性、ブランド・イメージ等をは

じめ、株主の皆様はもとより、顧客企業、取引先、地域社会、従業員その他利害関係者の利益を含む当社の企業価値

への影響、ひいては株主共同の利益を毀損する可能性があるときは、当社は、このような不適切な株式の大量取得行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考え、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を確保・向上させるため、当該者による大量取得行為に対して相当な措置を講ずることを基本方針と

いたします。 

②当社の企業価値・株主共同の利益の向上及び基本方針の実現に資する取組み 

当社は昭和42年の創業以来、「制御システム」の開発を中心に顧客と一体となってソフトウェア開発に従事して

おり、長年に渡って顧客との信頼関係を築いてまいりました。当社の企業理念「情報通信技術を応用した新しい価値

創造を通して顧客とともに社会に貢献します」の下、顧客の満足度向上のため、技術力の向上や納期の厳守に努めて

まいりました。当社としても、従業員の育成には非常に力を入れており、昭和63年長野県富士見高原に研修所を開設

し、技術や品質の向上を図ってまいりました。更に今日、日々進化していく情報技術のフィールドで、常に最先端の

ソリューションを提供できるよう、研修制度を再構築し、最新の技術の習得が可能な環境作りに努めております。 

これらの結果、従業員一人一人の仕事に対する強い探究心を生み出すとともに、当社独自の報酬制度（業務の貢

献度を自分たちで評価する）等も要因となって高いモチベーションを生み出すこととなり、独特の企業風土が形成さ

れております。 

このように、顧客との信頼関係や会社と従業員の信頼関係、そして従業員一人一人の高いモチベーションが、当

社にとっての企業価値の源泉であるといえます。 

当社は、こうした当社の企業価値の源泉を踏まえて、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資してい

ただくため、中期経営計画の推進とコーポレート・ガバナンスの強化の両面から、当社の企業価値及び株主共同の利

益の向上に取組んでおります。 

しかし、このような当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の独自の経営を向上させる者が当社の財務及び

事業の方針を決定する者とならなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損されることとなります。 

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模な買付提案及び

買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。こうし

た不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利

益に反する大規模な買付提案及び買付行為を抑止するためには、当社株式に対する大規模な買付提案及び買付行為が

行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案すること、株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否

かを判断するために必要な情報及び時間を確保すること、並びに株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする

枠組みを確保するために、「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本プラン」と

いいます。）を平成20年３月７日開催の当社取締役会の決議をもって導入し、公表いたしました。その後平成20年８

月26日開催の第41期定時株主総会において本プランの導入に関する議案が決議され、本プランの有効期間は、平成23

年に開催される定時株主総会終結の時までとなっております。 

イ．本プラン概要 

本プランにおいては、当社に対する買付提案又は買付行為の実行を検討している者より、事前に当社に対する買

付に関する情報の提供を受け、当社取締役会が買付提案者と交渉並びに提案内容の検討を行う期間を確保し、当該

買付提案又は買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益の最大化に資するものか否かの判定を行うこととしてお

ります。これに対し、買付提案者が事前の情報提供や予告なく当社株式に対する買付行為を開始するような場合

や、買付提案又は買付行為の内容、態様及び手法に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益が毀損すると認められ

るような場合には、当社としてはその毀損を防止するために対抗措置を発動できることとしております。なお、本

プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を

担保するために、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される特別委員会を設置することとい

たします。 

本プランにおいて、当社は、以下の手続によって買付提案者に対して買付提案及び買付行為の概要及びその他の

情報の提供を求めるものとします。 

かかる情報の提供を受けた後、当社では、下記に定める特別委員会及び当社取締役会においてかかる情報を検討

した上、当社取締役会としての意見を慎重に形成及び公表し、必要と認めれば、買付提案についての交渉や株主の

皆様に対する代替案（当社取締役会が経営を継続することによって実現しうる当社の企業価値・株主共同の利益及

びそのための具体的な方策のほか、当該買付行為に直接対抗するための当社取締役会その他の第三者を主体とした

買付提案を含む）の提示も行うものとします。 

かかる検討の結果、下記に定める対抗措置発動要件又は対抗措置不発動要件を充足するか否かを特別委員会にお

いて判断し、特別委員会が当社取締役会への勧告を行った上、当社取締役会は、当該勧告を最大限尊重して、対抗

措置の発動又は不発動を決定するものとします。 
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ロ．本プランの内容 
(a) 本プランの対象となる買付提案者 

本プランは以下の(ⅰ)または(ⅱ)に該当する当社株券等の買付提案、買付行為又はこれに類似する行為（但

し、当社取締役会が承認したものを除きます。かかる行為を、以下「買付行為等」といいます。）がなされる場

合を適用対象とします。買付行為等を行い、又は行おうとする買付提案者（以下「大量買付提案者」といいま

す。）は、予め本プランに定められる手続に従わなければならないものとします。 
(ⅰ)特定の株主グループが当社の株券等の保有者及び共同保有者である場合における、当該議決権割合が20％以

上となる買付（当該特定の株主グループを、以下「特定大量保有者」といいます。） 
(ⅱ)特定の株主グループが当社の株券等の買付等を行う者及びその特別関係者である場合における、当該議決権

割合が20％以上となる買付（当該特定の株主グループを、以下「特定大量買付者」といいます。） 
(b) 必要情報提供手続 

本プランの対象となる大量買付提案者には、買付行為等の実行に先立ち、当社取締役会宛に、大量買付提案者

の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先、買付行為等の概要及び本プランで定められる手続を遵

守する旨の誓約文言を記載した書面（以下「意向表明書」といいます。）を提出して頂きます。なお、書面はす

べて日本語により作成して頂きます（以下において大量買付提案者が提出すべきとされている書面・情報につい

ても同様とします。）。 
当社取締役会は、特別委員会の助言及び勧告に基づいて、大量買付提案者からの提案内容が具体的にいかに当

社の企業価値・株主共同の利益を向上させるかを明らかにするため、上記の意向表明書を受領した日から10営業

日以内に、大量買付提案者の買付行為等の内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリス

トを大量買付提案者に交付し、本必要情報の提供を求めます。なお、本必要情報に該当する代表的な項目は以下

の通りです。 
(ⅰ)大量買付提案者及びそのグループの詳細 
(ⅱ)買付行為等の目的、方法及び内容 
(ⅲ)買付対価の種類及び金額並びに買付対価の算定根拠 
(ⅳ)買付行為等に要する資金の調達状況及び当該資金の提供者の概要 
(ⅴ)大量買付提案者及びそのグループによる当社の株券等の取得及び売却状況 
(ⅵ)買付行為等に際しての第三者との間における意思連絡の有無並びに意思連絡がある場合はその内容及び当該

第三者の概要 
(ⅶ)買付提案者が既に保有する又は将来取得する当社の株券等に関する貸借契約等の内容 
(ⅷ)大量買付等の後における当社及び当社グループの経営方針等 
(ⅸ)純投資又は政策投資を買付行為等の目的とする場合は、買付行為等の後の株券等の保有方針、議決権の行使

方針等、並びに長期的な資本提携を目的とする政策投資として買付行為等を行う場合は、その必要性 
(ⅹ)重要提案行為等を行うまたは可能性がある場合、その目的、内容等 
(ⅹⅰ)買付行為等の後、当社の株券等を更に取得する予定がある場合には、その理由及びその内容 
(ⅹⅱ)買付行為等の後、当社の株券等が上場廃止となる見込みがある場合には、その旨及び理由 
(ⅹⅲ)買付等の後における当社の従業員、取引先、顧客、地域社会その他の当社にかかる利害関係者に関する処

遇・方針 
(ⅹⅳ)大量買付提案者以外の当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 
(ⅹⅴ)その他当社取締役会又は特別委員会が合理的に必要と判断する情報 

(c)取締役会による買付内容の検討、買付者等との交渉、代替案の提示等 
大量買付にかかる情報提供を受けた後、取締役会がこれらの評価、検討、交渉、代替案立案のための期間を下

記の通り設定します。 
(ⅰ)対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社の全株式の買付の場合には60日間 
(ⅱ)その他の方法による買付行為等の場合には、90日間 

(d)特別委員会による勧告 
当社は本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するための機関とし

て、特別委員会を設置します。 
特別委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を担保するため、当社の業務執行を行う当社経営陣か

ら独立している社外監査役及び社外取締役並びに社外の有識者（弁護士、公認会計士、経営経験豊富な企業経営

者、学識経験者等）を対象として選任するものとします。 
当社取締役会は、本必要情報並びに本必要情報の取締役会による評価及び分析結果を特別委員会に提供しま

す。特別委員会は、取締役会の諮問に基づき、取締役会による評価、分析結果及び外部専門家の意見を参考に

し、また、判断に必要と認める情報等を外部の第三者から自ら入手、検討して、大量買付提案者が提供する情報

の十分性、対抗措置の発動の是非、その他当社取締役会が判断すべき事項のうち当社取締役会が特別委員会に諮

問した事項及び特別委員会が当社取締役会に諮問すべきと考える事項等について勧告を行います。 
特別委員会は、大量買付提案者が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または大量買付提案者によ

る大規模買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合には、取締役会に対し

て対抗措置の発動を勧告し、それ以外の場合には対抗措置の不発動を勧告します。 
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(e)取締役会の決議 

当社取締役会は、特別委員会による勧告を最大限尊重の上、対抗措置発動に関する決議を行います。また、特

別委員会から対抗措置の発動の是非について株主総会に諮るよう勧告された場合においては、当社取締役会は、

具体的な対抗措置の内容を決定した上で、対抗措置の発動についての承認を株主総会に付議するものとします。

株主意思確認総会が開催された場合、当社取締役会は、当該株主意思確認総会終結後速やかに対抗措置の発動ま

たは不発動を決議するものとします。なお、対抗措置としては、原則として、当社取締役会決議により、新株予

約権の無償割当（会社法第277条）を行うこととします。 

③上記②の取組みが上記①の基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものではなく、ま

た、当社の役員の地位の維持を目的とするものでないこと及びその理由 

当社取締役会は、次の理由から上記②の取組みが上記①の基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益

を著しく損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。 

イ．買収防衛策に関する指針及び適時開示規則との整合性 

本プランは平成17年５月27日に経済産業省及び法務省から公表された「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則(ⅰ)企業価値・株主共同の利益の確保、(ⅱ)事前開示・株主

意思の原則、(ⅲ)必要性・相当性の原則のすべてを充足しており、また同様に株式会社大阪証券取引所の定める企

業行動規範に関する規則第11条「買収防衛策の導入に係る遵守事項」（本プラン導入時における株式会社ジャスダ

ック証券取引所の定める上場有価証券の発行者による会社情報の適時開示等に関する規則第２条の２「遵守義

務」）を充足しております。 

ロ．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、上記②に記載の通り当社株式に対する買付行為等が行われた際に、当該買付行為等が不適切なもの

でないか否かを株主の皆様が判断するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと

等を可能とすることで、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるも

のです。 

ハ．株主意思を十分に尊重していること（サンセット条項） 

当社は、上記の通り平成20年３月７日開催の当社取締役会において本プランの導入を決議いたしましたが、本プ

ラン導入に関する株主の皆様の意思を確認するため、平成20年８月26日開催の第41期定時株主総会において本プラ

ン導入に関する議案を付議し、決議いただいております。 

また、本プランの有効期限は、原則として平成23年に開催される当社定時株主総会終結の時までとし、それ以降

も当社株主総会において本プランの継続に関して皆様の意思を確認させて頂く予定ですので、株主の皆様の意思を

十分に尊重した買収防衛策であると考えます。なお、当社は取締役の任期を１年としており、本プランの有効期間

中の存続・廃止につきましては、毎年の定時株主総会における取締役の選任議案に関する議決権行使の状況を鑑み

て、可能な限り株主の皆様の意思を反映させていく考えです。 

ニ．独立社外者である特別委員会の意見の重視 

本プランにおいては、実際に当社に対して買付行為等がなされた場合には、特別委員会が特別委員会規程に従

い、当該買付が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否かなどの実質的な判断を行い、当社取締役会はそ

の判断を最大限尊重して会社法上の決議を行うこととなります。また、当社取締役会は、特別委員会による勧告に

従うことにより当社の企業価値・株主共同の利益が毀損されることが明らかである場合でない限りは、特別委員会

の勧告又は株主総会における決定の内容と異なった決議をすることはできません。このように、特別委員会によっ

て、当社内部の取締役の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示

をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プランの実際の運営が行われる仕組

みが確保されています。 

ホ．客観的かつ合理的な要件の設定 

本プランは、上記にて記載した通り、特別委員会において合理的かつ詳細な客観的要件が充足されたと判断され

ない限りは発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保

しているものといえます。 

ヘ．客観的な解除条件が付されていること（デッドハンド型買収防衛策ではないこと） 

本プランは、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決定に

より廃止することができるものとされており、当社の株券等を大量に買付けた者が指名し、当社株主総会で選任さ

れた取締役からなる取締役会により本プランを廃止することができます。したがいまして、当社といたしまして

は、本プランはいわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止

できない買収防衛策）、スローハンド・ピルといった、経営陣によるプランの廃止を不能又は困難とする性格をも

つライツプランとは全く性質が異なるものと考えます。 

ト．第三者専門家の意見の取得 

本プランにおいては、大量買付提案者が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けるこ

ととされています。これにより、特別委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなってい

ます。 
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(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 22,980,000

計 22,980,000

種類 

第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成22年11月30日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成23年１月12日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 5,745,184 5,745,184 
大阪証券取引所ＪＡＳＤ
ＡＱ（スタンダード） 

単元株式数は100株であ
ります。 

計 5,745,184 5,745,184 － － 

 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成22年９月１日～ 

平成22年11月30日 
－ 5,745,184 － 1,487,409 － 2,174,175 
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(6) 【大株主の状況】 

平成22年11月30日現在 

 
（注）上記のほか当社所有の自己株式200千株（3.48％）が有ります。 

  
(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年11月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成22年11月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

 ＳＢＩＶａｌｕｅＵｐＦｕｎ
ｄ１号投資事業有限責任組合
(無限責任組合員ＳＢＩキャピ
タル株式会社) 

東京都港区六本木１－６－１ 933 16.25 

 大部 満里子 東京都中央区 624 10.87 

 大部 仁 東京都港区 549 9.57 

 大部 力 東京都中央区 545 9.49 

 日本プロセス社員持株会 東京都港区浜松町２－４－１ 408 7.11 

 吉川 豁彦 静岡県焼津市 377 6.56 

 小泉 修 愛知県豊川市 365 6.35 

 第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 223 3.88 

 萩野 正彦 東京都青梅市 221 3.86 

 白川 一幸 東京都青梅市 177 3.08 

計 － 4,424 77.02 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

－ －
普通株式 200,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,544,100 55,441 －

単元未満株式 普通株式 1,084 － －

発行済株式総数  5,745,184 － －

総株主の議決権 － 55,441 －

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式） 東京都港区浜松
町二丁目４番１
号 

200,000 － 200,000 3.48 日本プロセス株式
会社 

計 － 200,000 － 200,000 3.48 
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(注) 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 
平成22年 

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 1,009 998 1,017 954 900 893 

最低(円) 895 901 860 900 858 849 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年６月１日から平

成22年11月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成22年６月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京橋監査法人によ

り四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,410,435 4,299,747

受取手形及び売掛金 1,445,745 1,533,576

有価証券 1,601,336 1,000,357

仕掛品 288,303 149,306

繰延税金資産 177,903 178,101

その他 103,718 45,320

貸倒引当金 △178 △555

流動資産合計 7,027,264 7,205,855

固定資産   

有形固定資産 *  265,032 *  266,365

無形固定資産 99,378 116,461

投資その他の資産   

投資有価証券 855,110 851,904

その他 302,476 288,485

投資その他の資産合計 1,157,586 1,140,390

固定資産合計 1,521,996 1,523,217

資産合計 8,549,261 8,729,072

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 30,572 34,237

未払法人税等 17,442 93,703

賞与引当金 281,459 276,016

その他の引当金 14,456 21,773

資産除去債務 6,090 －

その他 173,349 184,525

流動負債合計 523,369 610,255

固定負債   

引当金 46,881 45,413

資産除去債務 3,843 －

固定負債合計 50,724 45,413

負債合計 574,094 655,669
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,487,409 1,487,409

資本剰余金 2,325,847 2,325,847

利益剰余金 4,337,998 4,435,266

自己株式 △175,248 △175,174

株主資本合計 7,976,007 8,073,349

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △840 53

評価・換算差額等合計 △840 53

純資産合計 7,975,166 8,073,403

負債純資産合計 8,549,261 8,729,072
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 2,222,403 2,154,648

売上原価 1,784,301 1,779,334

売上総利益 438,101 375,314

販売費及び一般管理費 *  357,186 *  390,548

営業利益又は営業損失（△） 80,915 △15,234

営業外収益   

受取利息 15,442 13,375

その他 4,661 6,608

営業外収益合計 20,103 19,984

営業外費用   

雑損失 3,380 －

営業外費用合計 3,380 －

経常利益 97,639 4,750

特別利益   

投資有価証券売却益 17,066 －

その他 144 377

特別利益合計 17,210 377

特別損失   

固定資産除却損 1,296 1,563

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,157

その他 － 1,941

特別損失合計 1,296 10,662

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

113,553 △5,535

法人税、住民税及び事業税 35,139 9,478

法人税等調整額 22,476 △922

法人税等合計 57,616 8,555

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △14,090

四半期純利益又は四半期純損失（△） 55,936 △14,090
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 1,173,180 1,104,991

売上原価 936,091 909,606

売上総利益 237,089 195,384

販売費及び一般管理費 *  174,575 *  179,627

営業利益 62,513 15,757

営業外収益   

受取利息 7,331 6,213

その他 2,349 1,176

営業外収益合計 9,680 7,389

営業外費用   

雑損失 2,323 －

営業外費用合計 2,323 －

経常利益 69,870 23,146

特別利益   

投資有価証券売却益 3,004 －

その他 9 －

特別利益合計 3,013 －

特別損失   

固定資産除却損 1,296 1,245

その他 － 403

特別損失合計 1,296 1,648

税金等調整前四半期純利益 71,587 21,498

法人税、住民税及び事業税 30,994 5,898

法人税等調整額 3,627 8,054

法人税等合計 34,622 13,952

少数株主損益調整前四半期純利益 － 7,545

四半期純利益 36,964 7,545
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

113,553 △5,535

減価償却費及びその他の償却費 29,086 29,124

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 1,296 1,563

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △17,066 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,157

受取利息及び受取配当金 △15,897 △13,845

引当金の増減額（△は減少） △54,050 △782

売上債権の増減額（△は増加） 190,029 87,831

たな卸資産の増減額（△は増加） △32,306 △138,997

仕入債務の増減額（△は減少） △9,125 △3,665

その他の流動資産の増減額（△は増加） △37,866 △52,108

その他の流動負債の増減額（△は減少） △131,843 △14,875

その他の投資その他の資産の増減額（△は増加） △5,208 △15,749

その他 △3,765 △6,019

小計 26,834 △125,902

利息及び配当金の受取額 9,466 22,307

その他の収入 5,837 8,530

法人税等の支払額 △52,550 △92,140

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,412 △187,204

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,700,766 △2,000,000

定期預金の払戻による収入 1,700,363 2,768,766

有価証券の取得による支出 △502,099 △1,200,000

有価証券の売却及び償還による収入 200,000 1,000,000

有形固定資産の取得による支出 △2,577 △8,145

無形固定資産の取得による支出 △25,837 △1,291

投資有価証券の取得による支出 － △409,690

投資有価証券の売却及び償還による収入 235,224 －

その他 △317 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △96,010 149,639

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △54,355 △74

配当金の支払額 △85,836 △82,905

財務活動によるキャッシュ・フロー △140,192 △82,980

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △246,615 △120,545

現金及び現金同等物の期首残高 2,471,209 1,510,981

現金及び現金同等物の四半期末残高 *  2,224,594 *  1,390,435
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

 
当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日) 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更 

 当社の連結子会社であったコンピュータシステムプランニング株

式会社は第１四半期連結会計期間において当社が吸収合併したため

連結の範囲から除外しております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

 ３社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業損失は640千円増加、経常利益は640千円減少、

税金等調整前四半期純損失は7,798千円増加しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は9,933千円

であります。 

 (2) 「企業結合に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関す

る会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」 (企業会計基準第22号 平成20年12月26日) に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」 (企業会計基準第22号 平成20年12月26日) に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日) 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降

に経営環境等に著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第２四半期連結会計期間末 

(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末 

(平成22年５月31日) 

※ 有形固定資産の減価償却累計額  520,519千円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額  525,537千円 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 

 至 平成22年11月30日) 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

 

給与手当 115,725千円 

賞与引当金繰入額 22,499千円 

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

給与手当 98,036千円 

賞与引当金繰入額 23,469千円 

 

前第２四半期連結会計期間 

(自 平成21年９月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成22年９月１日 

 至 平成22年11月30日) 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

 

給与手当 57,764千円 

賞与引当金繰入額 10,434千円 

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

給与手当 48,941千円 

賞与引当金繰入額 11,857千円 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 

 至 平成22年11月30日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

（平成21年11月30日現在） 

 

現金及び預金勘定 5,425,360千円 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△3,200,766千円 

現金及び現金同等物 2,224,594千円 

 

（平成22年11月30日現在） 

 

現金及び預金勘定 3,410,435千円 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△2,020,000千円 

現金及び現金同等物 1,390,435千円 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年11月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日

至 平成22年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 

(2) 基準日が当第２四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 
  

 普通株式 5,745,184株 

 普通株式 200,092株 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年７月７日
取締役会 

普通株式 83,177 15.00 平成22年５月31日 平成22年８月11日 利益剰余金

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年12月28日
取締役会 

普通株式 83,176 15.00 平成22年11月30日 平成23年２月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 
  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

 
(注) １．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類及び性質を考慮して設定しております。 

２．各区分に属する主な製品 

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
前第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
前第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 

制御系シス
テム開発 

(千円) 

組込系シス
テム開発 

(千円) 

基盤系シス
テム開発 

(千円) 

業務系シス
テム開発 

(千円) 

情報サービ
ス・その他

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 
全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高         

(1)外部顧客に対する売上高 553,291 319,362 70,584 109,988 119,953 1,173,180 － 1,173,180

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － － － －

計 553,291 319,362 70,584 109,988 119,953 1,173,180 － 1,173,180

営業利益又は営業損失(△) 129,044 62,474 15,839 △6,990 19,368 219,735 (157,222) 62,513

 

制御系シス
テム開発 

(千円) 

組込系シス
テム開発 

(千円) 

基盤系シス
テム開発 

(千円) 

業務系シス
テム開発 

(千円) 

情報サービ
ス・その他

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 
全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高         

(1)外部顧客に対する売上高 1,000,678 610,958 136,673 230,070 244,022 2,222,403 － 2,222,403

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － － － －

計 1,000,678 610,958 136,673 230,070 244,022 2,222,403 － 2,222,403

営業利益又は営業損失(△) 257,126 111,821 36,449 △38,157 32,406 399,646 (318,731) 80,915

事業区分 主要製品 

 制御系システム開発  交通、運輸、宇宙、航空、エネルギープラント、自動車 

 組込系システム開発  携帯電話、情報家電、ドキュメントプロセッシング 

 基盤系システム開発  ビジネスIT基盤、コンテンツサービス基盤 

 業務系システム開発  金融システム、会計システム、販売・顧客管理 

 情報サービス・その他  運用／保守サービス、検証サービス、構築サービス 

― 24 ―



  
【セグメント情報】 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

  

１. 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、サービス分野及び市場分野を基礎としたセグメントから構成されており、「制御システム」、

「交通システム」、「特定情報システム」、「組込システム」、「産業・公共システム」、「ITサービス」の６つを

報告セグメントとしております。 

「制御システム」は、エネルギー関連の制御、監視、シミュレータ等のシステムと自動車及び自動車付属機器の制

御システム等の開発を行っております。 

「交通システム」は、鉄道、道路等の交通関連の制御、監視等のシステムと交通機関における電子広告などの情報

処理システム等の開発を行っております。 

「特定情報システム」は、衛星画像処理システム、音声処理システム、地理情報システム等の開発とこれらを応用

した防災関連システム等の開発を行っております。 

「組込システム」は、携帯電話、情報家電等のコンシューマエレクトロニクス、ＩＣカード、自動改札や券売機等

に組み込まれるシステムやＯＳ等の開発を行っております。 

「産業・公共システム」は、人事・給与管理、流通管理、コンテンツ管理等の情報処理システムの開発とシステム

開発における基本設計をサポートする業務を行っております。 

「ITサービス」は、サポートデスク、ソフトウェア検証、システム構築、システム保守等の業務を行っておりま

す。 

  

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年６月１日  至  平成22年11月30日） 

  

 
  

（単位：千円） 

 
(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△391,765千円には、セグメント間取引消去3,429千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△393,677千円及びその他△1,516千円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

 

報告セグメント

合計制御
システム

交通
システム

特定情報
システム

組込
システム

産業・公共
システム

ITサービス

売上高 458,730 332,624 257,995 552,836 213,217 354,218 2,169,623 

セグメント利益又は損
失（△） 130,259 79,082 45,204 94,260 △709 28,432 376,531 

 
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２

売上高 △14,974 2,154,648 

セグメント利益又は損
失（△） 

△391,765 △15,234
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当第２四半期連結会計期間（自  平成22年９月１日  至  平成22年11月30日） 

  

 
  

（単位：千円） 

 
(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△180,445千円には、セグメント間取引消去1,714千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△181,192千円及びその他△968千円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

  

  

 

報告セグメント

合計制御
システム

交通
システム

特定情報
システム

組込
システム

産業・公共
システム

ITサービス

売上高 242,003 165,345 159,234 270,433 92,593 182,937 1,112,548 

セグメント利益又は損
失（△） 71,480 36,161 29,471 44,300 △2,227 17,017 196,203 

 
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２

売上高 △7,556 1,104,991 

セグメント利益又は損
失（△） 

△180,445 15,757 
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(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

第２四半期連結累計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益金額及び四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

第２四半期連結会計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当第２四半期連結会計期間末 

(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末 

(平成22年５月31日) 

 
１株当たり純資産額 1,438円24銭

  
１株当たり純資産額 1,455円93銭

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 

 至 平成22年11月30日) 

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 9円79銭 
 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 2円54銭 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成21年６月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 

 至 平成22年11月30日) 

 四半期純利益又は四半期純損失（△）
（千円） 55,936 △14,090 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る四半期純利益又は四半
期純損失（△）（千円） 55,936 △14,090 

普通株式の期中平均株式数（株） 5,713,414 5,545,102 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定に含まれなかった潜在株式につい

て前連結会計年度末から重要な変動が

ある場合の概要 

－ － 

前第２四半期連結会計期間 

(自 平成21年９月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成22年９月１日 

 至 平成22年11月30日) 

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 6円50銭 
 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 1円36銭 

 

前第２四半期連結会計期間 

(自 平成21年９月１日 

 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 

(自 平成22年９月１日 

 至 平成22年11月30日) 

 四半期純利益（千円） 36,964 7,545 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る四半期純利益（千円） 36,964 7,545 

普通株式の期中平均株式数（株） 5,690,375 5,545,092 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定に含まれなかった潜在株式につい

て前連結会計年度末から重要な変動が

ある場合の概要 

－ － 
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平成22年12月28日開催の取締役会において、平成22年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額……………………………………83,176千円 

② １株当たりの金額………………………………15円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日……平成23年２月７日 

  

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年１月12日

日本プロセス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本プロセス株

式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年９月１日から

平成21年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年６月１日から平成21年11月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本プロセス株式会社及び連結子会社の平成21年11月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

京橋監査法人 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  下 村   久幸  印 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中 川   俊夫  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年１月12日

日本プロセス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本プロセス株

式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22年９月１日から

平成22年11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年６月１日から平成22年11月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本プロセス株式会社及び連結子会社の平成22年11月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

京橋監査法人 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  下 村   久 幸  印 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中 川   俊 夫  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年１月12日 

【会社名】 日本プロセス株式会社 

【英訳名】 Japan Process Development Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大部 仁 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役財務統括 久保 裕 

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町二丁目４番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長 大部 仁 及び当社最高財務責任者 久保 裕 は、当社の第44期第２四半期(自 平成22年

９月１日 至 平成22年11月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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